
   

 

 

 

  

・eLTAX を利用してご申告されている方には、プレ申告データを送信しており

ます。プレ申告データを使用して、ご申告するようお願いいたします。 

・12 月に申告書と同封している、前年度までの内容を記載した種類別明細書は、

申告時には不要となります。 

・控えの申告書が返信不要の方は、提出用の申告書のみご提出ください。 

・償却資産申告書と種類別明細書に対してホッチキス止め等の加工をせずにご提

出ください。 

 

申告書の提出期限は令和２年 1 月 31 日です。 

期限近くになりますと窓口が混雑しますので、１月１７日（金）頃ま

での提出に御協力をお願いいたします。 

 

市 原 市  

償却資産 申告の手引 

（固定資産税） 

 償却資産とは土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産で、土地・家

屋と同様に固定資産税の対象になります。償却資産の所有者は、地方税法第 388 条の

規定により、毎年 1 月 31 日までに 1 月 1 日（賦課期日）現在における償却資産の所有

状況について、必要事項をその所在地の市町村長に申告する義務があります。 

 

 

申告書の提出先及び問合せ先（送付先宛名として御利用ください） 

 

〒290 －8501  

千葉県 市原市 国分寺台中央１丁目１番地１ 

市原市役所 財政部 固定資産税課 償却資産係  行 

℡ 0436 －22 －1111 （大代表）    

内線 2241 ・2242     

令和２年度 

きりとり                                      きりとり                                     きりとり 

固定資産税課からのお願い 
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Ⅰ 償却資産とは 

１償却資産とは  

償却資産とは、土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産で、その減価

償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必

要な経費に算入されるもののうち、その取得価格額が少額である資産その他の政令で定

める資産以外のもの（これに類する資産で法人税又は所得税を課されない者が所有する

ものを含みます。）をいいます。 

例えば、会社や個人で工場や商店などを経営している方や、駐車場、賃貸マンション、

アパートなどを貸し付けている方が、それらの事業のために用いている構築物、機械、

工具、器具、備品等が対象となります。 

ただし、鉱業権、漁業権、特許権等のような無形減価償却資産、固定資産税が課税さ

れる土地・家屋、自動車税及び軽自動車税が課税される自動車等は課税の対象とはなり

ません。 

なお「事業のために用いている」とは、所有者がその償却資産を自己の営む事業のた

めに使用する場合だけでなく、事業として他人に貸し付けている場合も含めます。 

 

２償却資産の主な種類  

種   類 主   な   償   却   資   産 

1  

構築物 

（建物附属 

設備を含む） 

土地に定着した土木設備 
広告塔、門、外灯、構内舗装（駐車場舗装も含む）、煙突 

緑化施設、自転車・自動車置場等 

建物附属設備 受変電設備、中央監視制御装置、建物から独立した諸設備等 

建物の所有者と異なる者（テ

ナント）が施工した場合 

店舗内造作設備、照明設備、給排水衛生設備、 

ガス設備等 

2  
機械及び 

装置 

製造機械設備 食肉加工設備、精穀設備、その他製造機械設備等 

工作機械 旋盤、フライス盤、ボール盤等 

搬送設備 クレーン、コンベヤー等 

自走式作業用機械設備 ブルドーザー、パワーショベル等 

その他設備 
ガソリンスタンド設備、クリーニング設備、 

駐車場機械装置、太陽光発電設備等 

3  船舶 モーターボート、客船、漁船、釣り船、貸ボート等 

4  航空機 飛行機、ヘリコプター、グライダー等 

5  
車両及び 

運搬具 

大型特殊車両（車両ﾅﾝﾊﾞｰが0 、00 ～09 及び 000 ～099 並びに 9 、90 ～99 及び 900 ～

999 のもの）のうち、自走式作業用機械設備を除くもの 

6  
工具・器具 

及び備品 

ドリル、カッター、万力等の工具、机、パソコン、コピー機、美容･理容器具、金庫、ロッカ

ー、陳列ケース、自動販売機、エアコン、冷蔵庫、冷凍庫、カラオケ等の音響機器、医療機

器等 
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Ⅱ 申告から課税までのながれ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 申告書の提出  

賦課期日（1 月 1 日）現在、市原市に所在し、所有して

いる償却資産を、その年の 1 月 31 日までに、申告してい

ただきます。 

② 価格等の決定及び課税台帳への登録  

償却資産の価格等は、申告及び調査に基づいて決定され、

償却資産課税台帳に登録されます。 

③ 課税標準額  

課税標準額は、賦課期日（1 月 1 日）現在の償却資産の

価格（評価額等）で、償却資産課税台帳に登録されたもの

です。 

④ 課税台帳に登録した旨の公示  

価格等を償却資産課税台帳に登録した旨を市長が公示し

ます。 

⑤ 課税台帳の閲覧  

償却資産課税台帳に登録された価格等は、市役所固定資

産税課において所有者、納税管理人及び代理人等、固定資

産税の課税に直接関係を有する方は閲覧することができま

す。なお、閲覧は 4 月 1 日からになります。 

⑥ 審査の申出  

償却資産課税台帳に登録された価格（評価額）に不服の

ある方は、課税台帳に価格等を登録した旨を公示した日か

ら納税通知書の交付を受けた日後３か月までの間に、固定

資産評価審査委員会に審査の申出をすることができます。 

⑦ 納税通知書の交付  

次の算式により税額を算出し、納税通知書を交付します。

【税額＝課税標準額×税率〔1.4 ％〕】 

なお、評価計算の結果、課税標準額の合計が 150 万円（免

税点）未満の場合には課税されません。 

（参照）課税標準額 15Ɑכ☺ 

⑧ 納期  

通常 4 回の納期（4 月、7 月、12 月、2 月）に分けて納

めていただくことができます。具体的な納期は、固定資産

税納税通知書等でお知らせします。 

申告書の提出 

① 

価格等の決定

及び課税台帳

への登録 

②、③ 

課税台帳に 

登録した旨の

公示 

④ 

納税通知書の

交付 

⑦ 

納 期 

⑧ 

課
税
台
帳
の
閲
覧 

⑤ 

審
査
の
申
出 

⑥ 
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Ⅲ 申告について 

1  申告していただく方  

令和２年 1 月 1 日現在、市原市内において事業を営んでいる個人及び法人の方です。 

※ 事業所等はなくても、事業用資産を市原市内に所有する場合も含みます。なお、

解散、廃業、休業、移転した方、また事業用の償却資産を所有していない方も、申

告書右下の「1 ８ 備考」欄に必要な事項を記入して必ず申告してください。 

 

2  申告方法  

（1 ） 書類による場合 

「償却資産申告書」、「種類別明細書」等の所定の書類を、市役所固定資産税課に提

出していただく方法です。 

※ 郵送により申告書を提出する方で、控用に受付印が必要な場合は、切手を貼った

返信用封筒を同封してください。 

 

（2 ） 電子申告による場合 

ｅＬＴＡＸ（地方税ポータルシステム）により、所定の手続に従って、申告データ

を送信していただく方法です。 

※ 電子申告を行う場合は、電子証明書等を取得されたうえで、ｅＬＴＡＸのホーム

ページに利用の届出を行い、地方公共団体の審査を事前に受けていただくことが必

要です。（詳しくは下記のホームページで御確認ください。） 

  ｅＬＴＡＸのホームページ http://www.eltax.jp/  

 

3  申告方式  

（1 ） 一般方式 

前年中に増加又は減少した資産を申告していただく方式で、評価額等の計算は、固

定資産税課で行います。また、前年中に資産の増加又は減少がない場合でも、申告書

の提出が必要です。 

 電子申告においては、「増加資産／減少資産申告」等が、この方式に該当します。 

 

（2 ） 電算処理方式 

賦課期日（1 月 1 日）現在所有している全ての資産について、事業者側で評価額等

を計算した上で申告していただく方式です。 

 電子申告においては、「全資産申告（電算処理分）」等が、この方式に該当します。 

－４－ 
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4  提出書類  

（1 ） 必ず提出していただくもの 

※1  種類別明細書（増加資産・全資産用）は増加した資産のみ記入してください。 

※2  種類別明細書（減少資産用）は減少した資産のみ記入してください。 

※3  申告書の「1 8 ．備考」欄中、「2 ．昨年の申告資産に増減なし」に○をつけてくだ

さい。 

※4  申告書の「1 8 ．備考」欄中、「4 ．廃業・解散・転出等」のいずれかに○をつけ、

異動日を記入してください。 

※5  申告書の「1 8 ．備考」欄中、「3 ．該当する資産なし」に○をつけてください。 

 

（2 ） 次に該当する資産がある場合に提出していただくもの 

① 課税標準の特例がある資産を取得された場合・・・特例資産申請書 

② 非課税資産を取得された場合・・・・・・・・・・非課税資産申請書 

③ 減免該当資産を所有された場合・・・・・・・・・固定資産税減免申請書 

④ 短縮耐用年数を適用された場合・・・・・・・・・国税局長の承認通知書（写） 

⑤ 増加償却をされた場合・・・・・・・・・・・・・税務署長への届出書（写） 

※ ①～③の適用が見込まれる場合は、該当する用紙を送付いたしますので、事前

に電話等でお申し出ください。 

※ ①～⑤については審査に時間を要するため、４月の納税通知書発送時には適用

が間に合わない場合がありますので、ご了承ください。 

 

 

申告していただく方 

提出書類・様式 

償却資産申告書 種類別明細書 

第 26 号様式 別表 1  別表 2  

申告書（緑色） 
増加資産・全

資産用（緑色） 

減少資産用

（赤色） 

一
般
方
式 

初めて申告される方 ○ ○  

増加又は減少した資産のある方 ○ ○ ○ 

増加又は減少した資産のない方 ○   

廃業又は資産所在地を市外に移転され

た方 

 
  

償却資産を所有されてない方 ○   

電
算
処
理
方
式 

初めて申告される方 

○ ○  前年以前に、電算処理により申告された

方 

廃業又は資産所在地を市外に移転され

た方 

 
  

償却資産を所有されてない方 ○   

※１ ※2  

※3  

※4  ○ 

※5  

※4  ○ 

※5  

－５－ 



5  提出期限  

令和２年１月３1 日（金） 

※提出期限間近になりますと市役所の窓口が大変混雑しますので、1 月１７日（金）頃

までに提出していただきますよう御協力をお願いします。 

 

6  提出上の注意  

同封しました申告書及び種類別明細書は、それぞれ 1 枚目が市役所提出用、2 枚目が申

告者控用です。記入された項目は、そのまま電算処理用データとして使用しますので、記

入もれ等のないよう御注意ください。 

 

※ 書類の記入方法等不明な点がございましたら、下記連絡先までお問い合わせくださ

い。なお、来庁される際には、取得した資産の金額・取得年月日等の分かる書類をお

持ちください。 

（例）領収書、帳簿類、確定申告書一式、契約書（売買契約書・賃貸借契約書）など 

 

お問合せ先 

〒２９０－８５０１ 

千葉県市原市国分寺台中央１丁目１番地１ 

市原市役所 財政部 固定資産税課 償却資産係 

℡ ０４３６－２２－１１１１（大代表） 

内線 2241 ･2242  

 

7  虚偽の申告をした場合、又は申告しない場合  

申告すべき事項について虚偽の申告をした場合又は正当な理由がなくて申告をしない

場合は、地方税法 385 条及び第 386 条並びに市原市税条例第 63 条の規定による罰則

がありますので、申告もれ等のないよう御注意ください。 

 

8  実地調査のお願い  

申告の内容によっては、実地調査や国税資料等のご提出をお願いすることがありますの

で、その際は御協力をお願いします。また、実地調査等に伴って追加申告をお願いするこ

とがありますが、その場合の課税年度は現年度だけではなく、過年度に遡ることもありま

すので、あらかじめ御承知おきください。 

 

 

－６－ 



Ⅳ 申告に際しての注意点 

1  申告の対象となる資産とは  

（1 ） 申告の対象となる資産とは 

申告の対象となる資産は、令和２年 1 月 1 日現在、事業の用に供することができる

土地及び家屋以外の有形固定資産で、原則として耐用年数が 1 年以上かつ 1 個又は 1

組の取得価額（附帯費用含む）が 10 万円以上の事業用資産です。 

※ 10 万円未満の資産でも、所得税法又は法人税法の所得の計算上、減価償却資産

として固定資産勘定に計上した資産は申告の対象となります。 

（参照）償却資産の主な種類 2 ページ 

 

（2 ） 次のような資産も事業の用に供することができる状態であれば申告の対象となりま 

す。 

① 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例が適用された資産 

② 特定情報通信機器（パソコン等）の即時償却が適用された資産 

③ 決算期以降に取得された資産で、まだ、固定資産勘定に計上されていない資産 

④ 償却済資産（減価償却を終え、残存価格のみとなっている資産） 

⑤ 建設仮勘定で経理されている資産で、令和２年 1 月 1 日現在完成している資産 

⑥ 遊休資産、未稼働資産（いつでも稼働できる状態の資産） 

⑦ 簿外資産（帳簿には記載されていないが、所有している資産） 

⑧ 追加的支出のうち「改良費（資本的支出）」に該当するもの 

⑨ 福利厚生施設・社員研修施設 

 

2  申告の対象とならない資産とは  

次のような資産は、課税の対象になりませんので、申告の必要はありません。 

① 一括償却資産（取得価額が 20 万円未満の減価償却を一括して 3 年間で償却する

減価償却資産） 

② 法人税法第 64 条の 2 第 1 項及び所得税法第 67 条の 2 第 1 項に規定するリー

ス（売買扱いとするファイナンスリース）資産で取得価額が 20 万円未満のもの 

③ 生物（ただし、観賞用・興行用のものは申告の対象）、立木、果樹 

④ 無形固定資産（ソフトウェア、電話加入権、特許権、商標権、営業権など） 

⑤ 繰延資産 

⑥ 自動車税・軽自動車税の課税対象となるもの 
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3  国税との主な違い  

項目 
国税の取扱い 

（法人税・所得税） 

地方税の取扱い 

（固定資産税） 

償却計算の期間 事業年度（決算期） 暦年（賦課期日制度） 

減価償却の方法 定額法又は定率法の選択制 

旧 定率法 

【平成 19 年 3 月 31 日以前取得】 

新 定率法 

【平成 19 年 4 月 1 日以降取得】 

定率法（旧 定率法） 

前年中の新規取得資産 月割償却 半年償却（1 ／2 ） 

圧縮記帳の制度 認める 認めない 

特別償却・割増償却 

（租税特別措置法） 

認める 認めない 

増加償却 認める 認める 

評価額の最低限度 備忘価額 1 円まで 取得価額の 5 ％ 

改良費 区分評価（一部合算も可） 区分評価 

中小企業者等の少額資

産の損金算入の特例 

認める 認めない 

 

4  少額償却資産等の取扱いについて  

国税（法人税・所得税）  地方税（固定資産税） 

使用可能期間が 1 年未満又は取得価

額が 10 万円未満の資産で、一時に損

金（必要経費）として算入し申告した

場合 

⇒ 

一時に損金（必要経費）算入されたも

のは課税客体としない 

当該法人等の有する減価償却資産（取

得価額が 20 万円未満）を一括して 3

年間で損金（必要経費）として算入し

申告した場合⇒『一括償却』 

⇒ 

『一括償却』の対象とされたものは課

税客体としない 

中小企業者等の特例（取得価格が 30

万円未満の資産）で、即時償却した場

合 

⇒ 
償却資産としての課税客体となる 

個別償却として申告した場合 

⇒ 
償却資産としての課税客体となる 
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5  償却資産と家屋の区分  

（1 ） 建築設備の範囲 

建築設備とは、電気、ガス、衛生、給排水、空気調和、消火、避雷、塵芥処理設備

などで本来家屋と一体となって家屋の効用を高めるための設備をいい、税務会計上で

は、概ね「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」

別表第 1 の「建物附属設備」に該当するものです。 

 

（2 ） 建築設備の償却資産と家屋の区分 

建築設備とは、経理上の勘定科目のいかんにかかわらず、固定資産税の取扱い上、

次の区分により償却資産と家屋とに分離して課税されます。原則、家屋の評価に含ま

れないものは、償却資産として申告していただきます。 

 

ü 償却資産の申告対象とするもの 

単に移動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの、独立した機器としての性格

の強いもの、特定の生産業務の用に供されるものは、償却資産として固定資産税が課

税されます。 

次のような設備はすべて償却資産として課税されます。 

① 工場における機械の動力配線設備 

② 工場などの荷物専用リフト設備 

③ 冷凍・冷蔵倉庫（ユニット式やプレハブ式など）、製氷業の冷凍・冷蔵設備 

④ 公衆浴場、プール等のろ過機 

⑤ 映画館、演劇場、興行場のスクリーン設備、局所照明設備、音声発生装置 

⑥ 事業用駐車場の駐車機械設備 

 

ü 家屋の評価に含めるもの 

家屋に取り付けられた建築設備で、通常家屋と一体となってその効用を高めるもの

は、家屋として課税されます。 

よって、次項の区分表で「家屋評価に含めるもの」に区分している設備であっても、

家屋と構造上一体となっていないものについては、償却資産の対象となります。 

建築設備の償却資産と家屋の区分は困難な場合が多いので、次項の区分表を参考に

していただき、詳しい取扱いについては、市原市役所固定資産税課償却資産係にお問

い合わせください。 
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＜家屋と償却資産の区分表＞ 

設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容 

区分 

家屋 
償却 

資産 

建築工事 内装・造作等 床・壁・天井仕上、店舗造作等工事一式 ○  

電気設備 

受変電設備、中央監視設備 設備一式  ◎ 

避雷設備、火災報知設備 設備一式 ○  

予備電源設備 発電機設備、蓄電池設備、無停電電源設備等  ◎ 

電灯照明設備 
屋外照明設備  ◎ 

屋内照明設備 ○  

電力引込設備 引込工事  ◎ 

動力配線設備 
特定の生産又は業務用設備  ◎ 

上記以外の設備 ○  

電話設備 
電話機、交換機等の機器  ◎ 

上記以外の設備 ○  

ＬＡＮ設備 設備一式  ◎ 

放送・拡声設備 
マイクロホン、スピーカー、アンプ等の機器  ◎ 

上記以外の設備 ○  

インターホン設備 
インターホン機器（集合玄関機）等  ◎ 

上記以外の設備 ○  

監視カメラ（ITV）設備 
受像機（テレビ）、カメラ  ◎ 

上記以外の設備 ○  

電気時計設備 
時計、配電盤等の装置・器具類  ◎ 

上記以外の設備 ○  

給排水衛生設備 

給排水設備 
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備  ◎ 

上記以外の設備 ○  

給湯設備 

局所式給湯設備（電気温水器・湯沸器等）  ◎ 

中央式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用、洗

面所用等） 
○  

ガス設備 
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備  ◎ 

上記以外の設備 ○  

衛生設備 設備一式（洗面器、大小便器等） ○  

消火設備 

消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボン

ベ等 
 ◎ 

消火栓設備、スプリンクラー設備等 ○  

空調設備 空調設備 

ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務

用設備 
 ◎ 

上記以外の設備 ○  

－１０－ 



設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容 

区分 

家屋 
償却 

資産 

空調設備 換気設備 
特定の生産又は業務用設備  ◎ 

上記以外の設備 ○  

その他の設備等 

運搬設備 
工場用ベルトコンベア  ◎ 

エスカレーター、ダムウェーター等 ○  

厨房設備 

顧客の求めに応じるサービス設備（飲食店、ホテ

ル等）、寮、病院、社員食堂等の厨房設備 
 ◎ 

上記以外の設備 ○  

洗濯設備 

洗濯機、脱水機、乾燥機等の機器、顧客の求めに

応じるサービス設備（ホテル等）、寮、病院等の

洗濯設備 

 ◎ 

上記以外の設備 ○  

その他の設備等 

冷蔵・冷凍倉庫における冷却装置、ろ過装置、Ｌ

ＡＮ設備、ＰＯＳシステム、広告塔、ネオンサイ

ン、文字看板、袖看板、簡易間仕切（衝立）、機

械式駐車設備（ターンテーブルを含む）、メール

ボックス、カーテン・ブラインド等 

 ◎ 

外構工事 外構工事 工事一式（門・塀・緑化施設等）  ◎ 

 

 

 

6  賃借人（テナント）が施工した内装等について  

平成 16 年度の地方税法改正により、特定附帯設備について、事業の用に供することが

できる施設である場合に限り、取り付けた者（テナントなど）を所有者（納税義務者）と

みなし、当該特定附帯設備のうち家屋に属する部分は償却資産とみなして課税されます。

ただし、平成 16 年 3 月 31 日以前に設置されたものについては従前の取扱いが適用され

ます。 
   具体例  内装・・・・・天井・床・内部・外部仕上、建具、間仕切り、その他工事 

        附帯設備・・・電気・ガス・給排水・衛生・空調・運搬設備、その他設備 
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7  割賦販売、リース資産について  

（1 ） 割賦販売により購入した資産 

割賦販売資産については、所有権が売主に留保されている場合であっても、原則と

して買主が申告します。（地方税法第 342 条第 3 項） 

 

（2 ） リース資産 

リース資産の償却資産における申告義務者は、一般的には次のように区分されます。 

なお、取得価額が 20 万円未満のリース資産（法人税法第 64 条の 2 第 1 項及び所

得税法第 67 条の 2 第 1 項に規定するリース資産）については、償却資産の申告対象

とはなりません。 

(ア) 賃貸人（リース会社）に申告義務がある場合 

下記の（イ）の場合以外 

 

(イ) 賃借人（借り受けている企業、人）に申告義務がある場合 

下記のいずれかに該当する場合のリース取引は、借り受けている方に申告義務

が生じますので契約内容を確認してください。 

① 売買として取り扱うケース 

a)  リース期間終了時又はリース期間の途中において、リース資産が無 

償又は名目的な対価の額で賃借人に譲渡されるもの。 

b)  賃借人に対し、リース期間終了時又はリース期間の途中において、リ 

ース資産を著しく有利な価格で買い取る権利が与えられているもの。 

c)  リース資産の種類、用途、設置の状況等に照らし、リース資産がその 

使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの又

はリース資産の識別が困難であると認められるもの。 

d)  リース期間がリース資産の法定耐用年数に比して相当の差異があるも 

の（賃貸人又は賃借人の法人税又は所得税の負担を著しく軽減すると認

められるもの）であること。 

② 金銭の賃借として取り扱うケース（リースバック） 

譲受人が譲渡人に対する賃貸を条件に資産の売買を行った場合において、

当該資産の種類、当該売買及び賃貸に至るまでの事情その他の状況を照らし、

これら一連の取引が実質的に金銭の賃借であると認められるもの。 
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8  償却資産の課税客体となる車両  

（1 ） 大型特殊自動車  
次の表に掲げる車両は、大型特殊自動車に該当するため、償却資産の申告対象とな

ります。なお、陸運局への登録の有無に関わらず、すべてが償却資産の申告対象です。 

自動車税・軽自動車税の課税対象となるものは申告対象外です。 

 

大 型 特 殊 

自 動 車 

の 種 類 

自動車の構造及び原動機 最 高 速 度 長さ 幅 高さ 

一 般 用 

・ 

建 設 用 

ショベル・ローダ、タイヤ・ローラ、

ロード・ローラ、グレーダ、ロード・

スタビライザ、スクレーパ、ロータ

リ除雪自動車、アスファルト・フィ

ニッシャ、タイヤ・ドーザ、モータ・

スイーパ、ダンパ、ホイール・ハン

マ、ホイール・ブレーカ、フォーク・

リフト、フォーク・ローダ、ホイー

ル・クレーン、ストラドル・キャリ

ヤ、ターレット式構内運搬自動車、

自動車の車台が屈折して操向する

構造の自動車、国土交通大臣の指定

する特殊な構造のカタピラを有す

る自動車及び国土交通省大臣の指

定する特殊な構造を有する自動車 

15km/h

を超える

もの 

4.7m を

超える

もの 

1.7m を

超える

もの 

2.8m を

超える

もの 

農 耕 

作 業 用 

農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、

刈取脱穀作業車、田植機及び国土交

通大臣の指定する農耕作業用自動

車 

35km/h

以上のも

の 

   

そ の 他 

ポール・トレーラ及び国土交通大臣

が指定する特殊な構造を有する自

動車 

    

 

（2 ） 「車種別番号」による大型特殊自動車の判別方法 
申告すべき大型特殊自動車は、次の番号のものです。 

① 「0 、00 から 09 及び 000 から 099 まで」…建設機械に該当するもの 

② 「9 、90 から 99 及び 900 から 999 まで」…建設機械以外のもの 

 

 

 

（上記の各項目のいずれかに該当すれ

ば大型特殊自動車です。） 
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（3 ） 無登録車両の取扱いについて 
自動車税が課税される自動車及び軽自動車税が課税される軽自動車等は、償却資産

の申告対象から除かれます。 

そのため、自動車及び軽自動車等が、無登録車（ナンバープレートの付いていない

車両）であっても償却資産の申告は必要ありません。 

 

9  非課税・課税標準の特例等  

（1 ） 非課税となる償却資産 

地方税法第 348 条及び同法附則第 14 条の規定に該当する資産は、非課税になり

ます。 

該当する資産を所有されている方は、申告書に計上せず、「非課税資産申請書」を御

請求の上必要事項を記入し、非課税内容に係る資料と共に御提出ください。 

 

（2 ） 課税標準の特例が適用される償却資産 

地方税法第 349 条の 3 及び同法附則第 15 条の規定に該当する資産は、税負担の

軽減を図るため、課税標準の特例が認められています。 

※ 地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）とは・・・ 

法律の定める範囲内で地方公共団体が税の特例措置の内容を条例で定めることが

できる制度です。市原市におけるわがまち特例の割合については市原市税条例附

則第１０条の 2 に定めております。 

中小事業者等が認定先端設備等導入計画に従って取得をした先端設備 

■申請事必要書類 

 ・先端設備導入計画に係る認定申請書 

 ・先端設備導入計画に係る認定書 

 ・工業会による証明書 

 ・特例資産申請書 

詳しくは固定資産税課償却資産係までお問い合わせいただくか、下記 URL を参照

いただくようお願いいたします。 

http://www.city.ichihara.chiba.jp/kurashi/zeikin/koteishisanzei/wagamachitokurei.html  

（わがまち特例（地域決定型地方税制特例措置）について） 

該当する資産を所有されている方は、「特例資産申請書」を御請求の上必要事項を記

入し、特例内容に係る資料と共に御提出ください。 

 

（3 ） 固定資産税の減免が適用される償却資産 

市原市税条例第６０条第 1 項の規定に該当する資産は、所有されている方の申請が

あった場合に限り、固定資産税の全部又は一部が免除されます。 

該当する資産を所有されている方は、「固定資産税減免申請書」を御請求の上必要事

項を記入し、減免内容に係る資料と共に御提出ください。 
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Ⅴ 評価と課税等 

1   評価と課税    

（1 ） 評価額の算出 ※次ページの≪評価額計算例≫を参照ください。 

固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取得後の経過年数・耐用年数

に応じて旧定率法による減価をし、評価します。 

 

① 前年中に取得した資産 「取得価額」  ×「前年中取得のものの減価残存率」（a）

＝評価額 

② 前年前に取得した資産 「前年度評価額」×「前年前取得のものの減価残存率」（b）

＝評価額 

 以後、この計算を繰り返します。 

 

※（a）及び（b）は、次ページ減価残存率表に掲げる耐用年数に応じる（a）欄及び（b）

欄の減価残存率を指します。 

 

（2 ） 決定価格 

（1 ）で算出した評価額の全資産合計額が決定価格となります。 

※ 平成 20 年度税制改正により帳簿価格との比較がなくなりました。 

 

（3 ） 課税標準額 

（2 ）の決定価格が令和２年度の課税標準額となります。 

 

（4 ） 税額 

税額は課税標準額の 1.4 ％です。 

ₒ例】課税標準額 150 万円の場合 

   年税額   150 万円 × 1.4 ％ ＝ 21,000 円 

（5 ） 免税点 

資産ごとに計算した課税標準額の合計が 150 万円に満たない場合、償却資産につ

いての固定資産税は課税されません。 
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≪評価額計算例≫ 

取得価格 25 0 ,000 円、耐用年数 4 年のパソコンの場合 

耐用年数４年、前年中取得のものの減価残存率（a）＝ 0.781  

耐用年数４年、前年前取得のものの減価残存率（b）＝ 0.562  

 

                   パソコンの導入    

１年目 １月１日  課税標準額の計算 250,000 円 × 0.781 ＝ 195,250 円 

 

２年目 １月１日           195,250 円 × 0.562  ＝ 109,730 円 

 

   ・               

   ・              この計算を繰り返します。 

   ・ 

 

６年目 １月１日            19,477 円 × 0.562  ＝ 10,946 円＜12,500 円 

 ６年目で算出額が取得価格の５％（12,500 円）より小さくなるので、 

 以降 12,500 円で評価されます。                  

 

 

※ 前年中に取得した償却資産は、取得月のいかんにかかわらず一律半年償却となります。 

※ 償却済みとなった資産でも、事業の用に供することができる状態に置かれている限り償

却資産に該当します。なお、評価の最低限度額は、取得価額の５％に相当する額となりま

す。 

減価残存率表（旧定率法） 

耐用

年数 

減価残存率 

耐用

年数 

減価残存率 

耐用

年数 

減価残存率 

前年中 

取得のもの

（a） 

前年前 

取得のもの

（b） 

前年中 

取得のもの

（a） 

前年前 

取得のもの

（b） 

前年中 

取得のもの

（a） 

前年前 

取得のもの

（b） 

2  0.658  0.316  12  0.912  0.825  22  0.950  0.901  

3  0.732  0.464  13  0.919  0.838  23  0.952  0.905  

4  0.781  0.562  14  0.924  0.848  24  0.954  0.908  

5  0.815  0.631  15  0.929  0.858  25  0.956  0.912  

6  0.840  0.681  16  0.933  0.866  30  0.963  0.926  

7  0.860  0.720  17  0.936  0.873  35  0.968  0.936  

8  0.875  0.750  18  0.940  0.880  40  0.972  0.944  

9  0.887  0.774  19  0.943  0.886  45  0.975  0.950  

10  0.897  0.794  20  0.945  0.891  50  0.977  0.955  

11  0.905  0.811  21  0.948  0.896  60  0.981  0.962  
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2   その他    

（1 ） 自己の製作等に係る機械設備の取得価額の算定 

所有者自ら製作した場合の取得価額は 

「製造原価（その資産の製作・製造のための原材料、労務費及び経費の額）」＋「付

帯費の額」となります。 

 

（2 ） 中古資産の耐用年数の見積り簡便法 

中古資産については、事業の用に供したとき以降の使用可能期間を見積って、その

見積年数を耐用年数とすることができます。 

 

計算方法は次のようになります。 

① 法定耐用年数の全部を経過した中古資産の残存耐用年数 

その法定耐用年数の 100 分の 20 に相当する年数 

【例】法定耐用年数 10 年の資産で 12 年を経過した中古資産 

   10 年 × 20 ／100  ＝ 2 年 

② 法定耐用年数の一部を経過した中古資産の残存耐用年数 

その法定耐用年数から経過年数を控除した年数に、経過年数の 100 分の 20 に

相当する年数を加算した年数 

【例】法定耐用年数 30 年の資産で 12 年を経過した中古資産 

   （30 年―12 年） ＋ （12 年×20 ／100 ） ≒ 20 年 

 

なお、計算した年数に 1 年未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てた

年数をその残存耐用年数とし、その計算した年数が 2 年に満たない場合には、2

年をその残存耐用年数とします。 
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Ⅵ 参考資料 

参考資料① 業種別の主な償却資産の内容 

事 務 所 
応接セット、キャビネット、ロッカー、金庫、計算機、複写機、 

タイムレコーダー、テレビ、看板、ネオンサイン、エアコンなど 

喫 茶 ・ 飲 食 店 

カウンター、室内装飾品、金庫、レジスター、テレビ、ステレオ、 

ジュークボックス、放送設備、タオル蒸器、エアコン、冷蔵庫、 

ガスレンジ等の厨房用品、製めん機、混合機、モーター、日よけ、看板、ネ

オンサイン、自動販売機など 

理 容 ・ 美 容 業 

理容・美容椅子、応接セット、消毒殺菌器、タオル蒸器、ドライヤー、赤外

線灯、洗面設備、テレビ、エアコン、レジスター、サインポール、ネオンサ

インなど 

ク リ ー ニ ン グ 業 
洗濯機、脱水機、ドライ機、スリーブ、プレス、ミシン、モーター、 

給排水設備、看板、エアコンなど 

農 業 
田植機、脱穀機、籾乾燥機、消毒機、洗浄機、コンベヤー、 

コンバインなど 

医 療 薬 局 業 

薬品戸棚、陳列ケース、ベッド、キャビネット、エックス線装置、 

顕微鏡、心電計、消毒殺菌用機器、手術台、歯科診療用ユニット、 

投影器、光学検査機器、保育器、冷蔵庫、レジスター、エアコン、 

給食用厨房機器、ネオンサイン、看板など 

小 売 業 

ショーウィンドー、陳列ケース、レジスター、自動販売機、 

冷蔵ストッカー、店用簡易装備、間仕切、日よけ、エアコン、 

ネオンサイン、看板など 

食 肉 ・ 鮮 魚 販 売 業 
冷蔵庫（室）、冷凍機、陳列ケース、肉切機、ひき肉機、ポンプ、 

レジスター、エアコンなど 

ガ ソ リ ン 給 油 所 

ガソリン計量機、リフト、充電機、コンプレッサー、照明設備、看板、地下

タンク、テレビ、キャビネット、レジスター、消火器、金庫、 

自動販売機、構内舗装、エアコンなど 

自 動 車 修 理 業 

旋盤、プレス、ホーニング、リフト、チェーンブロック、 

オイルクリーナー、カーワッシャー、コンプレッサー、溶接機、充電機、コ

ンデンサー、グラインダー、万力、ドリル、検査工具、治具、 

取付工具、切削工具、金庫など 

金属製品組立加工業 

旋盤、ボール盤、常盤、フライス盤、プレス、シャーリング、カッター、研

磨機、グラインダー、モーター、溶接機、コンプレッサー、クレーン、検査

工具、治具、取付工具、切削工具など 

不 動 産 賃 貸 業 

（貸店舗・アパート経営等） 

駐車場設備、自転車置場、フェンス、門扉、植栽、エアコン、屋外給排水設

備、屋外電気設備、受変電設備、看板など 
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参考資料② 主な機械・装置の耐用年数 

設備の種類 耐用年数 

食料品製造業用設備 10  

飲料、たばこ又は飼料製造業用設備 10  

繊維工業用設備（その他の設備） 7  

木材又は木製品（家具を除く）製造業用設備 8  

家具又は装備品製造業用設備 11  

印刷業又は印刷関連業用設備（製本業用設備） 7  

      〃      （デジタル印刷システム設備） 4  

      〃      （その他の設備） 10  

石油製品又は石炭製品製造業用設備 7  

プラスチック製品製造業用設備 8  

ゴム製品製造業用設備 9  

窯業又は土石製品製造業用設備 9  

金属製品製造業用設備（その他の設備） 10  

     〃     
（金属被覆及び彫刻業又は打はく及び金属製ネームプレ

ート製造業用設備） 
6  

はん用機械器具製造業用設備 12  

生産用機械器具製造業用設備（その他の設備） 12  

      〃      （金属加工機械製造設備） 9  

業務用機械器具製造業用設備 7  

電気機械器具製造業用設備 7  

農業用設備 7  

林業用設備 5  

総合工事業用設備 6  

倉庫業用設備 12  

飲食料品卸売業用設備 10  

ガソリンスタンド設備 8  

宿泊業用設備 10  

飲食店業用設備 8  

洗濯業、理容業、美容業又は浴場業用設備 13  

自動車整備業用設備 15  

機械式駐車設備 10  

（減価償却資産の耐用年数等に関する省令、別表第 2 の抜粋【改正後】） 
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参考資料③ 主な償却資産の耐用年数 

種類 主な償却資産 耐用年数 

構
築
物 

野立看板、広告塔 

（屋上施工を含む） 

金属造のもの 20  

（屋上施工を含む） その他のもの 10  

門、塀 

コンクリート造、コンクリートブロック造のもの 15  

石造のもの 35  

土造のもの 20  

金属造、木造のもの 10  

舗装道路、舗装路面 

コンクリート敷、ブロック敷、れんが敷、石敷のもの 15  

アスファルト敷、木れんが敷のもの 10  

ビチューマルス敷のもの 3  

建
物
付
属
設
備 

受変電設備、電気設備（照明設備を含む） 15  

給排水設備、衛生設備、ガス設備 15  

冷暖房設備 
冷暖房設備（冷凍機の出力が 22kw 以下のもの） 13  

その他のもの 15  

店用簡易装備 店舗用内装、可動性のある固定カウンター 3  

工
具 

測定・検査工具 ゲージ、ノギス、マイクロメーター 5  

治具、取付工具 3  

型（型枠を含む）、 

打抜工具 

プレスその他の金属加工用金型 2  

合成樹脂、ゴム又はガラス成型用金型 2  

その他のもの 3  

器
具
及
び
備
品 

事務机、事務いす、 主として金属製のもの 15  

キャビネット その他のもの 8  

応接セット 
接客業用（飲食店、旅館等）のもの 5  

その他のもの 8  

陳列だな、陳列ケース 
冷凍機又は冷蔵機付きのもの 6  

その他のもの 8  

その他の家具 

接客業用（飲食店、旅館等）のもの 5  

その他のもの 
主として金属製のもの 15  

その他のもの 8  

音響機器 ステレオ、テレビ、ビデオ、カラオケ 5  

冷暖房用機器 エアコン、ストーブ、温風ヒーター 6  

電気・ガス機器 冷蔵庫、製氷機、洗濯機 6  

食事・厨房用品 
陶磁器製、ガラス製のもの 2  

その他のもの 5  

事務機器 
複写機、計算機、レジスター、ファクシミリ 5  

パーソナルコンピュータ（サーバー用のものを除く） 4  

通信機器 
インターホン、放送用設備、デジタル構内交換設備 6  

その他の通信機器 10  

看板 立看板、ネオンサイン（放電管）、気球 3  

金庫 
手さげ金庫 5  

その他のもの 20  

理容・美容機器 前流し、ドライヤー 5  

自動販売機（手動のものを含む） 5  
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  Ⅶ 申告書等の記入例 
  1  申告書の記入例    

1 住所  

個人については住民登録地、法人につい

ては登記上の本社を記入してください。

また、送達先のある場合（経理を行って

いる場所が別の場合）は住所の下に送達

先を記入してください。 

2 氏名 

資産所有者の氏名（法人にあっては、法

人名称及び代表者の氏名）を記入してく

ださい。 

（１枚目の市役所提出用には、必ず押印

してください） 

※既に印字されている「１住所」「２氏

名」等に誤り（変更）がある場合は、訂

正してください。 

7 税理士等の氏名 

申告の手続を税理士等に依

頼されている場合は、その方

の住所、事務所名、担当者名、

電話番号を記入してくださ

い。 

16 借用資産 

借用資産（リース資産等）が

ある場合、「有」に○をする

とともに、貸主の住所、名称

及び電話番号を記入してく

ださい。 

18 備考（添付書類等） 

該当する番号に○を付けて

ください。 

「1 」の場合は、必ず種類別

明細書を作成してください。 

－
２

１
－

 

取得価額欄は、種類別明細書に記入した

増加（減少）資産の取得価額の合計を資

産の種類ごとに記入してください。 

3 個人番号又は法人番号 

資産所有者の個人番号（法人

にあっては法人番号）を記入

してください。 

※平成 28 年度より個人番号

（法人にあっては法人番号）

が追加されました。御記入及

び個人番号カード等の写し

の添付をお願いします。 

 

 

記入上の注意点 

①※欄は記入不要です。また、（ホ）・（ヘ）・（ト）項目は、電算申告以外の方は、記入不要です。電算申告の方は、必ず記入してください。 

②訂正する場合は、二本線で抹消してください。（訂正印は必要ありません。） 

③数字、文字等は、枠内にボールペンで明確に記入してくださるよう御協力をお願いします。 

④申告用紙が足りないとき、又は申告について不明な点があるときは、固定資産税課償却資産係にお問い合わせください。 

⑤こちらから印字して発送した申告書については、入力処理に必要となりますので、電算申告の方も御返送いただくようお願いします。 

 



 

 

 

  

2 950 000

50000*****

01 1 0 0.1 4 31 1 1

402 1

03 1

800 000 2 0 0.1 4 31

6 000 000 1 51 5 1 11 0.

04 2

05 6

000 8 0.4 31 3 4 6501

6

06 6

500 000 6 0.1 5 1

07 6

240 000 5 0.1 5 1 7

08 6

360 000 4 0.2 5 1

1 4 30 12 0

8

0.280 000 2

09 0.

10

11

0.

12

0.

0.

13 0.

14

15

0.

16

0.

0.

17 0.

18

19

0.

20

0.

0.

15 780 0009

2 種類別明細書（増加資産・全資産用）の記入例   

申告年度「２」を記入してください。 

資産の種類欄は、この冊子

（P2 ）の「償却資産の主

な種類」を参照してくださ

い。 

資産の名称等欄は、型式等

を具体的に記入してくだ

さい。 

名称、数量等は、同じ場合

でも「同上」、「〃」などと

記入しないでください。 

※平成 27 年度より、「資

産の名称等」欄について

は、漢字、ひらがな等を使

用することができるよう

になりました。 

耐用年数欄は、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令の別表

第 2 に揚げる耐用年数を記入し

てください。（この冊子〔P19 、

2 0 〕の参考資料を参照してくだ

さい） 

取得価額欄は、その資産を取得した価格（購入手数料、関税、据

付費等の附帯費用も含まれます）を記入してください。 

増加事由欄は、 

1 ：新品取得 

2 ：中古品取得 

3 ：移動による受入れ 

4 ：その他 

のいずれかに○印を付けて

ください。 

4 のその他の場合は摘要欄

に内容を記入してください。 

下記に該当する資産について

は、摘要欄に例示のように記入

してください。 

①特例 

適用条項を記入 

「○条○項」 

②短縮耐用年数を適用 

「短縮」 

③市外から移管された資産 

「○○から移管」 

④申告年度に申告もれの資産 

「申告もれ」 

※平成 19 年度以前に取得した

資産の場合には、平成 20 年度

耐用年数改正前の耐用年数を（）

書きしてください。 

年号欄は、 

昭和ならば「3 」 

平成ならば「4 」 

令和ならば「５」 

と記入してください。 

※昭和 64 年は平成１年と

して記入してください。 

記入上の注意点 

①前年度申告済みの方で増加資産がある場合には、その増加資産について記入してください。 

②本年度初めて申告される方は、１月１日現在所有する全資産について記入してください。 

－
２

２
－

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 000 000

50000*****

3 4

01 1 000017

1 2

03 1 01 4 05

02 2 000031

03 6 000095

700 000 0 81 4 02 08

2 000 1 53 62 11 340

04 6 000152

05

04 570 000 03 4 16 4

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

3 610 0007

3 種類別明細書（減少資産用）の記入例    

申告年度「２」を記入して

ください。 

資産の種類欄は、同封の

種類別明細書（電算で打

ち出されたもの）を参照

のうえ記入してくださ

い。 

抹消コード欄は、同封の

種類別明細書（電算で打

ち出されたもの）の資産

コード（市が付設したも

の）を正確に記入してく

ださい。 

摘要欄は、減少の区分が

「2 一部」に該当する場

合は、下の例のように記

入してください。 

例：取得価額 100 万円

（数量 5 ）のうち、40

万円分（数量 2 ）減少 

 

その他、資産が減少した

ことについて、必要な事

項を記入してください。 

資産の名称等欄は、減

少した資産の名称等を

記入してください。 

名称につきましては、

同封した種類別明細書

に記載された資産名称

を記入してください。 

数量欄は、減少した数量を

記入してください。 

取得価額欄は、資産の一

部が減少した場合は、当

該資産の減少した部分に

対応する取得価額を記入

してください。 

資産の全部が減少した場

合は、当該資産の全額の

取得価額を記入してくだ

さい。 

減少の事由欄は、該当する減少事

由の番号及び区分の番号を○で

囲んでください。 

1 ：売却 

（売却先を摘要欄に記入） 

2 ：滅失 

3 ：移動 

（移動先を摘要欄に記入） 

4 ：その他 

（具体的な事由を摘要欄に記入） 

減少の区分欄は、減少の区分の番号を○で囲んでください。 

1 ：申告済資産の全部が減少 

2 ：申告済資産の一部が減少 

－
２

３
－

 

記入上の注意点 

前年度申告済みの方で、減少資産がある場合にはその減少資産について、記入してください。 



Ⅷ 固定資産税（償却資産）Ｑ＆Ａ 

 

Q 1  昨年と比べて、償却資産の内容に変更がなくても申告が必要ですか？ 

A  1  必要です。申告書右下の【18  備考】の【2  昨年の申告資産に増減無し】を〇で

囲んでご提出ください。 

 

Q 2  廃業・清算結了しましたが、申告が必要ですか？ 

A  2  必要です。申告書右下の【18  備考】の【4  廃業・解散・転出等】を〇で囲んで

廃業日を記入してご提出ください。 

 

Q 3  耐用年数を経過し、減価償却が終わった償却資産も申告が必要ですか？ 

A  3  必要です。減価償却済となった資産でも、取得価格の 5 ％が評価額の最低限度額とな

ります。その資産が現に事業の用に供されている場合は、償却資産の対象となります。 

 

Q 4  納税通知書が届かないのはなぜですか？ 

A  4  市内に同一人が所有する固定資産（償却資産）の課税標準額の合計額が 150 万円に

満たない場合には、固定資産税（償却資産）は課税されないため、納税通知書が送付

されません。ただし、償却資産の申告は、必要となります。 

 

Q 5  事業用家屋を取得した場合、どのような資産の申告が必要ですか？ 

A  5  事業用家屋を建築した場合は、受変電設備、蓄電池設備などの建物附属設備、塀やフ

ェンス、駐車場などの外構工事や水道引込工事等の屋外給排水は、償却資産として申

告の対象となります。 

    下記「主な資産例」を参考に工事見積書・固定資産台帳等をご確認の上、対象資産を

申告してください。 

    なお、税務上「建物一式」として資産をまとめて減価償却している場合であっても、

該当する資産を抜き出して申告していただく必要があります。 

  

－２４－ 

 



Q 6  資産譲渡後（年の途中の売買等）の納税義務者は誰になりますか？ 

A  6  納税義務者は、地方税法の規定により賦課期日（毎年 1 月 1 日）現在の所有者

となります。仮に 1 月 2 日以降に所有権の移転が行われても、納税義務者は変

更されません。 

 

Q 7  相続をした償却資産はどのように申告すればよいですか？ 

A  7  被相続人の取得年月、取得価額及び耐用年数を引き継いで申告してください。な

お、相続の結果、共有資産となった場合は、持ち分に応じて申告書を分けるので

はなく、代表者を決めていただき、「市原 太郎 外 2 名」といった形で、共有

名義で 1 枚の申告書を作成し、共有者の氏名、住所、持分をそれぞれ表記して、

ご申告頂きますようお願いいたします。 

 

Q 8  提出した申告内容に誤りがあった場合、どのようにしたらよいですか？ 

A  8  「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」（第 26 号様式）の上部余白に「修正」

と明記し、修正年度と修正内容がわかるように記載してご提出ください。なお、

申告書の提出後、修正内容について確認をさせていただくことがありますので、

あらかじめご了承ください。 

 

Q 9  償却資産の取得価額を算定する場合、消費税額についてはどのように取り扱え

ばよいのでしょうか？ 

A  9  法人税又は所得税において、税抜経理方式を採用している場合には消費税額を含

まない金額となり、税込経理方式を採用している場合には含んだ金額となります。 

 

Q10  現在使っていない機械がありますが、これも申告する必要がありますか。 

A 10  「事業の用に供することができる」資産であるということは、現に事業の用に供

している資産が含まれることはもちろん、現に事業の用に供していないものであ

っても、本来的に事業の用に供することができる状態の資産は、固定資産税の対

象となる償却資産に含まれます。 

しかし、従来償却資産として使用されてきたものが生産方式の変更、機能の劣化、

旧式化等によって、現実には使用されなくなり、将来他に転用する見込みもない

まま、解体も撤去もされず、原形をとどめているような資産は、現在使用されて

いないだけでなく、将来においても使用しないことが客観的に明確なので、「事

業の用に供することができる」資産には該当しませんので申告の必要はありませ

ん。 

 

 

 

－２５－ 



Q11  税務署に申告をしていますが、市にも申告が必要ですか？ 

A 11  必要です。確定申告は所得税や法人税の国税の計算のためのものであり、償却資

産の申告は市税の固定資産税の計算に必要なものです。市への申告をお願いしま

す。 

個人の場合、下記青色申告の減価償却費の計算部分が償却資産の対象となる可能

性があります。 

法人の場合、決算資料の別表 16 や固定資産台帳部分が償却資産の対象となる可

能性があります。 

※家屋や自動車、ソフトウェア等は、除く 

 

■減価償却費の計算（個人） 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

■別表 16 （法人）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
アスファルト   1   30  1  5,000,000                    15                                

エアコン      1   30  1     200,000                     6                                

家屋本体      1    30  1     20,000,000                 40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外給排水    1  30  1   3,000,000                  15                                

建物           建物附属設備       器具備品       合計 

 
金属造のもの 

 

平成 30  3  1 平成 30 3   1  平成 30  3  1 

 

     

 

平成 30  3     平成 30 3        平成 30  3  

 

     

 

30          15               7 

 

  

   

 

     

 

15,000,000     5,000,000      3,000,000     23,000,000  

 

  

   

 

     

 

－２６－ 
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申告書記入時の確認事項 

記入漏れはありませんか？ 

□所有者の住所と氏名、押印 

□この申告に応答する者の係及び氏名と電話番号 

□税理士等の氏名と電話番号 

 

前年中に資産の増加減少があった方はé 

□種類別明細書を資産の増加減少に応じて記入します。 

 ※記入するもの 

 □資産の種類（参考 P2 ）□名称 □数量 □取得年月 □取得価格 □耐用年数（参考：P19,20 ） 

□申告書に取得価格の合計を記入 

 資産の種類ごと増加減少ごとにそれぞれ合計を計算してください。 

 （イ）－（ロ）＋（ハ）も計算してください。 

□申告書右下の備考の「１」に丸を付けます。 

 

前年中に資産の増加減少がない方はé 

□申告書に取得価格の合計を記入します。 

 （イ）の金額を（二）に記入 

□申告書右下の備考の「２」に丸を付けます。 

 

前年中に廃業・解散・転出された方はé 

□減少の種類別明細書を記入し、所有資産を無くしてください。 

□申告書右下の備考の「４」に丸を付けます。 

 

勘違いによって申告漏れが生じやすいものがあります。 

□テナントが建物に施した内装は償却資産です。 

□税務会計上は家屋と一括して減価償却していても、固定資産税の家屋評価に含められない

建築設備等は、償却資産の申告対象です。 

（例）受変電設備、外構工事、壁掛型エアコン、ブラインド、看板等 


